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帝人のコーポレート・ガバナンス
～グローバルエクセレンスの獲得を目指して～

帝人株式会社

取締役会長 長島 徹

第２２回我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディグループ

2009年5月27日

資料１
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Ⅰ．帝人グループの概要

Ⅱ．帝人のコーポレートガバナンス

Ⅲ．より善いコーポレートガバナンスの

ために
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IT・新事業

２００９年３月期
売上高 ９，４３４億円

２００９年３月期
売上高 ９，４３４億円

帝人グループの事業別売上高

医薬・医療

14%
25%

29%

27%5%

化成品流通

２００６年３月期 ９，３８１億円
２００７年３月期 １０，０９６億円
２００８年３月期 １０，３６６億円

繊維
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第1期
レーヨンから

合成繊維

メーカーへ

第3期
帝人

グループの

創生

沿革沿革

＜CSR経営＞

イノベーションを通じた「創造経営」への転換

＜研究開発強化＞

＜環境経営推進＞

20002000年代前半年代前半

20032003年年44月月

20062006年～年～

20072007年～年～

● ＜コーポレート・ガバナンス改革＞

重点戦略事業の強化と将来の成長が期待できない事業の整理

＜グローバル化進展＞

● 帝人グループ持株会社制へ移行

＜コーポレートブランド設定＞

●

●

第2期
事業の

多様化

19181918年年 ● ベンチャー企業「帝国人造絹絲㈱」として人造繊維「レーヨン」

の製造販売を開始

19601960年代年代 ● 「レーヨン」から「ポリエステル」、「ナイロン」、「ポリカーボネート
樹脂」まで業容拡大

19701970～～8080年代年代

19901990年代後半年代後半

● ポリエステルフィルムおよび医薬品事業に進出し、多角化推進

● ＜グループ経営スタート＞

「集中と選択」戦略に基づくM&Aによる規模拡大
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大屋時代 （事業多角化時代）

1970年代

・
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
繊
維
の
技
術
導
入

・２
兆
円
構
想

・レ
ー
ヨ
ン
撤
収

・
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
繊
維
競
争
力
強
化

・
脱
繊
維
・
未
来
事
業
本
部
立
上
げ

・
多
角
化
経
営

徳末・岡本時代 （堅実経営時代）

・
多
角
化
路
線
の
修
正

医
薬
事
業

・
医
薬
事
業
で
の
テ
ー
マ
絞
込
み

1980年代

第1変革期（合繊メーカーへ）

通算２８年

・
史
上
最
高
の
利
益

歴代社長経営実績

・
縮
小
均
衡

・財
務
体
質
強
化

５・７代目 ８代目・９代目
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板垣・安居時代 （グローバル化時代）

・
社
内
活
性
化
活
動
、
風
土
改
革

・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革

・
積
極
的
なM
&

A

・グ
ロ
ー
バ
ル
事
業
展
開

1990年代

長島時代（安定と創造の時代）

・
持
株
会
社
制
移
行

2001年～

・
ト
ワ
ロ
ン

・
イ
ン
フ
ォ
コ
ム

・ア
ラ
ミ
ド
ペ
ー
パ
ー

・
東
邦
レ
ー
ヨ
ン

・
フ
ィ
ル
ム
世
界
合
弁

・グ
ル
ー
プ
経
営
の
強
化

・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ブ
ラ
ン
ド
強
化

・
研
究
・
開
発
の
強
化

第3変革期（創生へ）

・社
会
的
責
任
へ
の
積
極
的
取
り
組
み

第2変革期（グループ化、グローバル

化）

・
企
業
理
念
の
設
定

・社
内
派
閥
の
破
壊

・グ
ル
ー
プ
経
営
ス
タ
ー
ト

１０代目・１１代目 １２代目

・
環
境
経
営
宣
言

大八木時代

１３代目
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連結営業利益 連結純利益

連結売上 為替

億円（売上高のみ10億円）

1990年代

（基盤構築時代）

1990年代

（基盤構築時代）
2000年代

（創造・成長時代）

2000年代

（創造・成長時代）

円（為替）

事業概況の推移

1980年代

（堅実経営時代）

1980年代

（堅実経営時代）

財
務
体
質
強
化

均
衡
縮
小

多
角
化
路
線
修
正

社
内
活
性
化

企
業
理
念
設
定

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・

ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革

持
株
会
社
制
移
行

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・

ブ
ラ
ン
ド
設
定

Ｃ
Ｓ
Ｒ
取
組
み

研
究
・開
発
強
化

積
極
的
Ｍ
＆
Ａ

グ
ル
ー
プ
経
営

ス
タ
ー
ト

１９９９～２００５年１９９９～２００５年 集中と選択集中と選択 ２００６年～２００６年～ 選択して集中選択して集中

環
境
経
営
推
進
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グローバル・グループ経営

2009年3月末現在

欧州

売上：796億円
（8％）
会社数：12社
社員数：1,953人
合成繊維／
化成品／新事業

アジア
売上：1，599億円（17％）
会社数：33社
社員数：5,412人
合成繊維／化成品

米州
売上：1,048億円
（11％）
会社数：19社
社員数：2,485人
化成品／合成繊維／
新事業

日本

売上：5,991億円（64％）
会社数：77社
社員数：11,135人
合成繊維／化成品／
流通・ﾘﾃｲﾙ
医薬医療／
IT・新事業他

・正社員数 20,985人

・グループ会社数 141社

（国内77社、海外64社）

・正社員数 20,985人

・グループ会社数 141社

（国内77社、海外64社）
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社会とともに成長します 社員と共に成長します

企業理念

Quality of Life

帝人グループは人間への
深い理解と豊かな創造力
でクオリティ・オブ・ライフの

向上に努めます

１９９３年制定
企業理念
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「企業行動規範」と「企業行動基準」

国別・グループ会社別
2005-2006年

米国・EU・中国
ﾀｲ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ版作成

2007年1月
日本版改定

1993年6月 制定

2006年3月 改定

グループとして
世界共通

国別にその国の
法律・社会規範
に適合したもの

企業理念

企業行動規範

企業行動基準

1993年 制定 地球環境憲章

1992年12月 制定

2007年7月 改定
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ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト
樹
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人
工
皮
革
コ
ー
ド
レ

炭
素
繊
維

ア
ラ
ミ
ド
系
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維
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エ
ス
テ
ル
フ
ィ
ル
ム

ポ
リ
エ
ス
テ
ル
繊
維

製
品
・
流
通

Ｉ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス

医
薬
医
療
事
業

【高分子化学素材事業】Chemistry

ブランドステートメント

人と地球環境 高分子化学 社会と顧客 解決策

“ ”Human Chemistry, Human Solutions

【サービス事業】 Solutions

「人が好き、地球が好き、まかせてテイジン」
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Ⅰ．帝人グループの概要

Ⅱ．帝人のコーポレートガバナンス

Ⅲ．より善いコーポレートガバナンスの

ために
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・適切な事業戦略がなければ、

市場と顧客に対応できない。

・ガバナンスがしっかりしていなければ、
投資家・株主の支持を得ることができない。

・CSRを果たさなければ、

社会の信頼が得られない。

グローバルエクセレンス獲得への挑戦

トライアングル経営による持続的な価値の増大
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コーポレートガバナンスの基本コンセプト

①経営の透明性

②経営の公正性

③経営の迅速性

決定のプロセスが透明であること

ＦＡＩＲであること

（決定・行動の公正性）

競争力を高める為、決定、アクショ
ンの迅速化（責任と権限の委譲）

④経営の独立性

⑤説明責任

執行と監視が分離されていること

株主他への説明責任

（ＡＣＣＯＵＮＴＡＢＩＬＩＴＹ）

＋
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CEOCEO
社長決定審議会

(事業本部長、CXO他)取締役会取締役会

アドバイザリーボードアドバイザリーボード

指名委員会・報酬委員会
類似機能 ←コーポレートガバナンス体制

• チーフオフィサー制導入 (1998)
• 執行役員制導入(1999)

事業本部

事業本部

事業本部

事業本部

事業本部

関連会社

関連会社

関連会社

関連会社

株主総会株主総会

“透明性 / 公正性 / 迅速
性 ”

“透明性 / 公正性 / 迅速
性 ”

● 取締役会改革（24名⇒10名以内）
● 執行役員制導入（スタート時18名）
● アドバイザリーボードの設置

● 取締役会改革（24名⇒10名以内）
● 執行役員制導入（スタート時18名）
● アドバイザリーボードの設置

監査役会監査役会
監査役5名（うち社外3名）

グループ監査役会

① 1999年の改革

ガバナンス改革の歩み
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監査役会監査役会
監査役5名（うち社外3名）

グループ監査役会

CEOCEO
CEO決定審議会

(事業グループ長 / CXO)

取締役会取締役会

TRMコミティー
(CEO, CSO, CSRO, CTO, CHO)

取締役10名（うち社外3名）

アドバイザリーボードアドバイザリーボード

↓持株会社制 (2003)

←コーポレートガバナンス体制

• チーフオフィサー制導入 (1998)
• 執行役員制導入(1999)
• 事業グループ制導入 (2001)
• シェアードサービス会社設立
(2001)

事業G

事業G

事業G

事業G

事業G

事業G

事業G

事業G

● 持株会社を中核とする経営体制に移行

● これに伴いガバナンスの改善・強化を図る
①会長の位置付けと代表権の関係明確化（二重権力の排除）

②社外取締役を3名程度とし、独立性を担保

③社外監査役を過半数とし、独立性を担保

④Total Risk Managementコミティー（ＴＲＭ）を取締役会内に設置

● 持株会社を中核とする経営体制に移行

● これに伴いガバナンスの改善・強化を図る
①会長の位置付けと代表権の関係明確化（二重権力の排除）

②社外取締役を3名程度とし、独立性を担保

③社外監査役を過半数とし、独立性を担保

④Total Risk Managementコミティー（ＴＲＭ）を取締役会内に設置

株主総会株主総会

② 2003年の改革
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独立取締役・監査役の要件

独立取締役・・・帝人グループと重大な利害関係が無いこと

（１）帝人グループの出身者か否か

（２）顧客・取引先としての関係の有無

（３）取締役の相互兼任関係の有無

（４）その他の利害関係（※）等の要素

（※） ①家族が帝人グループ会社の役員・社員

②過去3年間に帝人グループから一定以上の報酬を受けていた

③帝人グループから融資を受けている、など）

当社の独立取締役・監査役の要件は米国の上場規則（ＳＥＣ）その他国内外の事例を十分に考
慮して、適切な基準を定めており、当社ホームページでも独立性の詳細基準を開示している。
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③ 2004年～2006年の改革

● CSRの導入（もう一つの経営システム）
• CSROの任命（05年）

• グループCSR委員会の設置（04年）

● リスクマネジメントの改善・強化
• 「業務運営リスク」と「経営戦略リスク」の統合管理を進める(PDCAサイクルの確立）

• 「投資委員会」の新設（06年）

• 敵対的買収予防策の導入（ 「独立委員会」の設置（06年））

● 内部統制プロセスの整備
• 新会社法、J-SOXに向けた取り組み、ホットラインの整備

● CSRの導入（もう一つの経営システム）
• CSROの任命（05年）

• グループCSR委員会の設置（04年）

● リスクマネジメントの改善・強化
• 「業務運営リスク」と「経営戦略リスク」の統合管理を進める(PDCAサイクルの確立）

• 「投資委員会」の新設（06年）

• 敵対的買収予防策の導入（ 「独立委員会」の設置（06年））

● 内部統制プロセスの整備
• 新会社法、J-SOXに向けた取り組み、ホットラインの整備

TRM概念図

TRMTRM

ORMORM

SRMSRM

業務リスク業務リスク

コンプライアンスリスクコンプライアンスリスク

経営計画経営計画

個別投資案件個別投資案件

中期計画中期計画

短期計画短期計画

（統合リスクマネジメント）

Total Risk Management

（業務運営リスクマネジメント）

Operational Risk Management

（経営戦略リスクマネジメント）

Strategic Risk Management
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アドバイザリー・ボード ～「指名・報酬委員会」類似機能を有する～

ミ
ッ
シ
ョ
ン

・アドバイザリーボードは、決定権を持たないが、

取締役会に提案・提言・助言を行う

（取締役会はそれらを充分に考慮して意思決定を行う）

・主たる審議事項：

① 経営基本方針 ② コーポレート・ガバナンス ③ CEOの業績評価

④ 役員報酬制度 ⑤ CEOの交替・後継者プラン

・開催：年２回（国内・海外）

日本人: 社外取締役 （３名）
鈴木 勝也 （元ベトナム、ブラジル特命全権大使）

鈴木 邦雄 （㈱商船三井 代表取締役会長）

澤部 肇 （TDK㈱ 代表取締役会長）

外国人（２～３名）
John W. Himes (Ex-Senior Vice President of Dupont)

Lord Leon Brittan (Vice Chairman, UBS Investment Bank and 

chairman UBS Limited) 

メ
ン
バ
ー

長島 徹 （帝人㈱ 取締役会長）

大八木 成男 （帝人㈱代表取締役社長 CEO）
帝人社内 (２名：会長とCEO)

経営監視・監督のための機関設計
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歴代アドバイザリーボードメンバー（社外）

メンバー 就任時の職位 期間

John A. Krol 前 デュポン社 会長 1999～2005

Sir Ronald Hampel 前 ＩＣＩ社 会長 、Ｈａｍｐｅｌ委員会委員長 1999～2004

Rob Margetts 前 ＩＣＩ社 副会長 2004～2006

Lord William Waldegrave UBS インベストバンク副会長

兼 金融法人部欧州担当会長

2006～2009

Lord Leon Brittan UBS インベストバンク副会長

兼 UBS リミテッド会長

2009～

John W. Himes 前 デュポン社 上席副社長 2005～

國廣 道彦 経済同友会 代表幹事特別顧問、

（株）ＮＴＴデータ 顧問 他、

元 駐インドネシア、駐中国 日本国大使

1999～2005

茂木 友三郎 経済同友会 副代表幹事、

キッコーマン(株)代表取締役社長

1999～2007

佐々木 元 日本電気(株) 代表取締役会長 2002～2008

鈴木 勝也 元 ベトナム、ブラジル 駐在大使 2005～

鈴木 邦雄 (株)商船三井 代表取締役 取締役会長 2007～

澤部 肇 TDK(株) 代表取締役会長 2008～

日
本
人
（社
外
取
締
役
）

外

国

人
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取締役会

ミ
ッ
シ
ョ
ン

・全グループに関わる基本戦略・基本方針の決定
・個別事業に関わる重要事項の決定 (e.g. 100億円以上の設備投資)
・業務執行の監視・監督
・開催：月１回（午後半日）／根回しなし、資料は１週間前に配布

メ
ン
バ
ー

・24名→10名以内 （2008年度：9名）

・独立社外取締役：3名（2003年）

・議長：代表権のない会長（2003年）

・業務執行取締役：

CEOの他、CFO、CMO、CTOなどのチーフオフィサーで構成

cf. 取締役会改革の効果

1.意思決定の迅速化と議論の活性化
2.意思決定の責任感が強化された
3.経営に広い観点からの意思が反映 ⇒審議の透明性・公正性向上
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監査役会・グループ監査役会

監査役会

ミ
ッ
シ
ョ
ン

・経営監視の目的で情報交換を実施、

その結果は取締役会ならびにCEOへの助言・勧告に反映される

・CEO・会長との定期的情報交換

・開催：隔月開催 （午前半日）

メ
ン
バ
ー

・常勤監査役2名（経理系、技術系）

・独立社外監査役3名（弁護士、会計士、経産省OB)

ミ
ッ
シ
ョ
ン

・グループ全体の監査体制強化

・監査プロセスの質的向上

・グループ会社監査役に対する指導・教育

・開催：年５回

グループ監査役会

メ
ン
バ
ー

・監査役5名、同補佐スタッフ2名、

・グループ会社の監査役（経営監査室、会計監査人）

〔メンバー責務〕 ・会計監査と業務の適法性監査 ・取締役会への出席

・CEO決定審議会等個別事業Gの重要意思決定機関に出席
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三様監査体制

監査役

経営監査室
（CEO直属）

会計監査人

監査役会

監査役、経営監査室、

会計監査人の連携により、

監視・監督機能を向上させる ｸﾞﾙｰﾌﾟ監査役会

CEO

会長

指示・報告

定期的コミュニケーション （監査役付）
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Ⅰ．帝人グループの概要

Ⅱ．帝人のコーポレートガバナンス

Ⅲ．より善いコーポレートガバナンスの

ために
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・良いガバナンスシステムの構築 （Ｊ－ＳＯＸ/内部統制etc）

・経営者・従業員の理解・実行

・社外取締役、監査役との信頼関係

・良いガバナンスシステムの構築 （Ｊ－ＳＯＸ/内部統制etc）

・経営者・従業員の理解・実行

・社外取締役、監査役との信頼関係

①「入れ物」に魂を込める

②帝人における問題点（今後の課題）

・持株会社制 ・・・取締役と事業執行役員との兼務

・社外取締役・監査役の人選

・社外監査役の負担増

・海外グループ会社のガバナンス

・持株会社制 ・・・取締役と事業執行役員との兼務

・社外取締役・監査役の人選

・社外監査役の負担増

・海外グループ会社のガバナンス

より善いコーポレートガバナンスのために
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ご清聴ありがとうございました。
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企業理念 「Ｑｕａｌｉｔｙ ｏｆ Ｌｉｆｅ」

コアバリュー（人財､安全､倫理）

コーポレート・ガバナンス
● アドバイザリー･ボード

取締役会と監査役会
● コンプライアンス（企業倫理ハンドブック）

● リスクマネジメント（ＴＲＭ委員会､ＣＳＯ､ＣＲＯ）

経営の 透明性

公正性

迅速性

独立性

説明責任

ＣＳＲ（社会的責任）

● 利益

● 環境

● 社会貢献（メセナ）

コア・コンピータンス

● 技術力

● 営業力

● 変革力

“Human Chemistry, Human Solutions”
コーポレートブランド

建
物

基
礎

チャレンジ

改善

企
業
価
値

企
業
風
土

「健全に継続的に成長する企業」と「社会から
信頼される企業」を目指して

「健全に継続的に成長する企業」と「社会から
信頼される企業」を目指して

（参考）
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中核会社 中核会社 中核会社 中核会社 中核会社 中核会社 中核会社

他G会社 他G会社他G会社他G会社他G会社他G会社他G会社

取締役会取締役会

グループCEOグループCEO
• CSRCSRO

• ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞCENO

持株会社スタッフ

• ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞCMO

• 技術CTO

• 経営戦略CSO

• 秘書
• 法務
• 経営監査

CEO
直属

CIO

CHO

CFO

• IT

• 人事

• 財務・広報IR

海外持株会社

• Teijin Holdings USA

• Teijin Holdings Netherlands

シェアードサービス会社

• 帝人クリエイティブスタッフ㈱

• 帝人エンテック㈱

• ㈱帝人知的財産センター

その他管理会社

• 帝人管理（上海）有限公司

持株会社

独立会社

ポリエステル

繊維事業Ｇ
高機能

繊維事業Ｇ
流通・製品

事業Ｇ

フィルム

事業Ｇ

帝人グループの経営体制（持株会社）

樹脂

事業Ｇ

医薬医療

事業Ｇ

ＩＴ

事業Ｇ

新事業

開発Ｇ

（参考）
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１． 帝人化成松山工場一酸化炭素漏事故（2003年7月）

２． 帝人ファイバー徳山事業所高圧ガス保安法違反事件 （2004年3月）

３． 帝人エコ･サイエンス独禁法違反 （2004年12月）

４．帝人エンジ・厚さ計測機における不適正表示（2005年10月3日）

５．インフォコム・ 11万件の個人情報記録したパソコンを紛失

（2006年5月）

６． 徳山事業所不正経理事件（2006年9月）

７． 帝人加工糸小松工場火災（2006年12月）

帝人グループの最近の事件・事故

（2007年度CRM推進者研修会資料）

（参考）
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企業倫理意見箱

イントラ－Eメール
（英語版あり）

コンプライアンス・

ホットライン

外部法律事務所

セクハラ・

ホットライン

外部機関

グ
ル
ー
プ
役
員
・
社
員

Ｃ
Ｓ
Ｒ
Ｏ
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
室
）

匿名でも受付、通報者保護の徹底

電話
E-mail 

郵便

報告

報告電話

(帝人ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎﾟｰﾀﾙ)

送信

送信

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、書簡、電話等

・外部通報
・取引先からの
相談・通報

ホットライン体制の整備

（参考）
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（参考）

敵対的買収防衛策（事前警告型ライツプラン）

項目 現行内容 今回変更点

価値判断を伴う場合などは、総会
での株主判断も選択できるように
追加

＜変更なし＞

＜変更なし＞

＜変更なし＞

当初の検討期間（60日間）は変更
しないが、延長は30日間と上限を

定める

「顧客、従業員等の利害関係者と
の関係を破壊し価値毀損するおそ
れ」を削除し、「本源的価値に鑑み
不適当な買付」の項に一本化する

発動の決議機関 独立委員会の勧告により、取締
役会決議

独立委員会の設置 独立委員会の勧告に従って取締
役会が決議し発動する

有効期間 3ヵ年

買付者の情報提供義務 幅広い情報提供を要請

検討期間 独立委員会での検討期間は60日

間無期限延長可能

当社の本源的価値に鑑み不十分
または不適当な買付

顧客、従業員等の利害関係者と
の関係を破壊し、企業価値を毀損
する重大なおそれ

発動のトリガー

２００６年６月に買収防衛策を導入

有効期限が本年６月までの為、株主総会で一部修正を加え更新を予定
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